
第２号議案

平成３０年度決算報告について

公益社団法人新潟市シルバー人材センター平成３０年度決算報告について、

定款第４３条の規定により承認を求める。

令和元年６月１４日提出

公益社団法人新潟市シルバー人材センター

理 事 長 若 林 孝

（単位：円）
当　年　度 前　年　度 増 減

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

　現金預金

　未収金

　仮払金

　立替金

　前払金

　貸倒引当金 △ 704,000 △ 704,000

　流動資産合計

２　固定資産

(1) 特定資産

減価償却引当資産

財政運営資金積立資産

公益目的事業積立資産

特定費用積立資産

特定資産合計

(2) その他固定資産

什器備品 △ 88,555

リース資産 △ 2,651,616

ソフトウェア

　電話加入権

　預託金 △ 15,980

　その他固定資産合計 △ 2,046,691

　固定資産合計 △ 2,034,899

　資産合計

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

　未払金

　未払消費税等

　預り金 △ 10,258

　賞与引当金

リース債務

　流動負債合計

２　固定負債

リース債務 △ 2,651,616

　固定負債合計 △ 2,651,616

　負債合計

Ⅲ　正味財産の部

１　一般正味財産

（うち特定資産への充当額）

　正味財産合計

　負債及び正味財産合計

平成３０年度決算報告

貸　　借　　対　　照　　表

平成31年3月31日現在

科　　目

-        -51



（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増 減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(１)経常収益

特定資産運用益

特定資産受取利息

受取会費 △ 29,000

正会員受取会費 △ 29,000

受託事業収益 △ 19,741,752

受取配分金 △ 22,180,477

受取材料費等 △ 8,656,985

受取事務費

独自事業収益

受取配分金

受取材料費等

受取事務費

労働者派遣事業等受託収益 △ 2,571,292

労働者派遣事業等受託収益 △ 2,571,292

職業紹介事業受託収益 △ 16,067

職業紹介事業受託収益 △ 16,067

介護保険事業収益

介護保険報酬収益

介護保険利用者負担金収益

人材育成事業受託収益

人材育成事業受託収益

受取補助金等

受取連合交付金

受取市補助金

雑収益

受取利息 △ 4

雑収益

△ 16,026,073

正　味　財　産　増　減　計　算　書

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科 　目

経常収益計

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就業促進事業収益

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就業受託収益



（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(１)経常収益

特定資産運用益

特定資産受取利息

受取会費 △ 29,000

正会員受取会費 △ 29,000

受託事業収益 △ 19,741,752

受取配分金 △ 22,180,477

受取材料費等 △ 8,656,985

受取事務費

独自事業収益

受取配分金

受取材料費等

受取事務費

労働者派遣事業等受託収益 △ 2,571,292

労働者派遣事業等受託収益 △ 2,571,292

職業紹介事業受託収益 △ 16,067

職業紹介事業受託収益 △ 16,067

介護保険事業収益

介護保険報酬収益

介護保険利用者負担金収益

人材育成事業受託収益

人材育成事業受託収益

受取補助金等

受取連合交付金

受取市補助金

雑収益

受取利息 △ 4

雑収益

△ 16,026,073

正 味 財　産 増 減 計　算 書

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科 目

経常収益計

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就業促進事業収益

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就業受託収益

当　年　度 前　年　度 増 減科 　目

(２)経常費用

事業費 △ 22,505,636

支払配分金 △ 18,469,819

支払材料費 △ 4,051,812

給料手当 △ 3,556,119

臨時雇賃金 △ 1,190,282

法定福利費

退職給付費用 △ 132,000

福利厚生費 △ 42,588

役員旅費交通費

旅費交通費 △ 87,600

△ 1,541,620

介護消耗品費

修繕費

印刷製本費

光熱水料費

賃借料

支払保険料 △ 290,628

諸謝金 △ 113,863

租税公課

支払負担金

委託費

教材費

貸倒損失 △ 1,739,901

△ 6,000

支払手数料

雑費

会議費

消耗品費

貸倒引当金繰入額

減価償却費

通信運搬費
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当　年　度 前　年　度 増 減科 　目

管理費 △ 1,050,837

役員報酬 △ 28,000

給料手当 △ 484,010

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費 △ 8,208

会議費

役員旅費交通費

旅費交通費 △ 59,908

通信運搬費 △ 289,327

減価償却費

消耗品費

印刷製本費 △ 10,497

光熱水料費 △ 63,113

賃借料 △ 113,799

支払保険料 △ 138,380

租税公課

支払負担金 △ 21,000

委託費 △ 189,381

△ 23,556,473

２．経常外増減の部

(１)経常外収益

(２)経常外費用

△ 121,429

過年度介護報酬返戻額

△ 1,118,554 △ 132,759 △ 985,795

Ⅱ　正味財産期末残高

評価損益等計

経常費用計

評価損益等調整前当期経常増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

当期経常増減額

経常外収益計

経常外費用計

固定資産除却損

当期経常外増減額



当　年　度 前　年　度 増　　　減科 目

管理費 △ 1,050,837

役員報酬 △ 28,000

給料手当 △ 484,010

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費 △ 8,208

会議費

役員旅費交通費

旅費交通費 △ 59,908

通信運搬費 △ 289,327

減価償却費

消耗品費

印刷製本費 △ 10,497

光熱水料費 △ 63,113

賃借料 △ 113,799

支払保険料 △ 138,380

租税公課

支払負担金 △ 21,000

委託費 △ 189,381

△ 23,556,473

２．経常外増減の部

(１)経常外収益

(２)経常外費用

△ 121,429

過年度介護報酬返戻額

△ 1,118,554 △ 132,759 △ 985,795

Ⅱ　正味財産期末残高

評価損益等計

経常費用計

評価損益等調整前当期経常増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

当期経常増減額

経常外収益計

経常外費用計

固定資産除却損

当期経常外増減額

（単位：円）
公益目的事業会計

公１

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(１)経常収益

特定資産運用益

特定資産受取利息

受取会費

正会員受取会費

受託事業収益

受取配分金

受取材料費等

受取事務費

独自事業収益

受取配分金

受取材料費等

受取事務費

労働者派遣事業等受託収益

労働者派遣事業等受託収益

職業紹介事業受託収益

職業紹介事業受託収益

介護保険事業収益

介護保険報酬収益

介護保険利用者負担金収益

人材育成事業受託収益

人材育成事業受託収益

受取補助金等

受取連合交付金

受取市補助金

雑収益

雑収益

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表

科 　目 法人会計 合　計

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就業促進事業収益

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就業受託収益

経常収益計
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公益目的事業会計

公１
科 　目 法人会計 合　計

(２)経常費用

事業費

支払配分金

支払材料費

給料手当

臨時雇賃金

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

役員旅費交通費

旅費交通費

介護消耗品費

修繕費

印刷製本費

光熱水料費

賃借料

支払保険料

諸謝金

租税公課

支払負担金

委託費

教材費

貸倒損失

支払手数料

雑費

通信運搬費

会議費

消耗品費

減価償却費



公益目的事業会計

公１
科 目 法人会計 合　計

(２)経常費用

事業費

支払配分金

支払材料費

給料手当

臨時雇賃金

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

役員旅費交通費

旅費交通費

介護消耗品費

修繕費

印刷製本費

光熱水料費

賃借料

支払保険料

諸謝金

租税公課

支払負担金

委託費

教材費

貸倒損失

支払手数料

雑費

通信運搬費

会議費

消耗品費

減価償却費

公益目的事業会計

公１
科 　目 法人会計 合　計

管理費

役員報酬

給料手当

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

会議費

役員旅費交通費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗品費

印刷製本費

光熱水料費

賃借料

支払保険料

租税公課

支払負担金

委託費

２．経常外増減の部

(１)経常外収益

(２)経常外費用

過年度介護報酬返戻額

△ 1,118,554 △ 1,118,554

Ⅱ　正味財産期末残高

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

経常外収益計

固定資産除却損

経常外費用計

当期経常外増減額

当期経常増減額

評価損益等計

当期一般正味財産増減額

経常費用計

評価損益等調整前当期経常増減額
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　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　特定資産

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

　特定資産

（0） （0）

（0） （0）

（0） （0）

（0） （0）

（0） （0）

科 目

　　減価償却引当資産

　　財政運営資金積立資産

　　特定費用積立資産

　　公益目的事業積立資産

合　　　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科 目

　　減価償却引当資産

　　財政運営資金積立資産

　　公益目的事業積立資産

合　　　　計

　　特定費用積立資産

（１）固定資産の減価償却の方法

債権の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率等を加味し所要額を計上している。

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

有形固定資産

定額法を採用している。

（３）消費税等の会計処理

消費税等は、税込方式により処理している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（２）引当金の計上基準

貸倒引当金

賞与引当金



　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　特定資産

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

　特定資産

（0） （0）

（0） （0）

（0） （0）

（0） （0）

（0） （0）

科　　　　目

　　減価償却引当資産

　　財政運営資金積立資産

　　特定費用積立資産

　　公益目的事業積立資産

合　　　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　目

　　減価償却引当資産

　　財政運営資金積立資産

　　公益目的事業積立資産

合　　　　計

　　特定費用積立資産

（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　債権の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率等を加味し所要額を計上している。

　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

　　　有形固定資産

　　　　　　定額法を採用している。

（３）消費税等の会計処理

　　　消費税等は、税込方式により処理している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（２）引当金の計上基準

　　　貸倒引当金

　　　賞与引当金

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分

補助金

　運営補助金 国

　運営補助金 新 潟 市

合 計

合 計

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

ソフトウェア

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

科 目

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

什器備品

リース資産

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
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１．基本財産及び特定資産の明細

　　　　財務諸表に対する注記　２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高に
　　　注記しているため、記載を省略している。

２．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

貸倒引当金

賞与引当金

　　(注)貸倒引当金の当期減少額のその他は洗替によるものである。

附　属　明　細　書

科目 期首残高 当期増加額 期末残高
　当期減少額



１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記　２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高に
注記しているため、記載を省略している。

２．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

貸倒引当金

賞与引当金

　　(注)貸倒引当金の当期減少額のその他は洗替によるものである。

附　属　明 細　書

科目 期首残高 当期増加額 期末残高
　当期減少額

（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　額

（流動資産）

現金 手元保管 運転資金として

普通預金 第四銀行出来島支店 運転資金として

第四銀行新津支店 運転資金として

第四銀行白根支店 運転資金として

第四銀行豊栄支店 運転資金として

第四銀行横越支店 運転資金として

第四銀行亀田支店 運転資金として

第四銀行巻支店 運転資金として

振替口座 ゆうちょ銀行 運転資金として

未収金 ３月分受託事業分ほか 契約金額

仮払金 公民館ほか 施設使用料の釣銭等

立替金 役員賠償保険個人負担分

前払金 人事管理ソフト導入指導料

貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるもの △ 704,000

（固定資産）

　特定資産 減価償却 普通預金 運用益を管理部門の財源として使用して
引当資産 第四銀行出来島支店 いる

財政運営資金 普通預金 運用益を管理部門の財源として使用して
積立資産 第四銀行出来島支店 いる

公益目的事業 普通預金 公益目的保有財産であり、運用益を公益
積立資産 第四銀行出来島支店 目的事業の財源として使用している

特定費用 普通預金 40周年記念事業の資金に備えたもの
積立資産 第四銀行出来島支店 特定費用準備資金

　その他固定 什器備品 除雪機等8項目 公益目的事業及び管理運営に使用してい
　資産 る財産

リース資産 IBJL東芝リース株式会社 公益目的保有財産及び管理運営に使用
東芝ソリューションシステム している財産

ソフトウェア 人事管理ソフト 公益目的事業及び管理運営に使用してい
(人事大臣NXｽﾀﾝﾄﾞｱﾛﾝ) る財産

電話加入権 電話回線 公益目的事業及び管理運営に使用してい
る財産

（流動負債）

未払金 会員配分金ほか シルバー人材センター事業に供する配分
金の未払い額ほか

未払消費税等 新潟税務署 平成30年度の未払消費税等

預り金 職員源泉税ほか 職員からの源泉所得税預り金ほか

賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるもの

リース債務 IBJL東芝リース株式会社 リース資産に対応するもの

（固定負債）

リース債務 IBJL東芝リース株式会社 リース資産に対応するもの

固定資産合計

　　正味財産

　　資産合計

流動負債合計

　　負債合計

固定資産合計

財　　産　　目　　録
平成31年3月31日現在

貸借対照表科目

流動資産合計

-        -61




